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はじめに 

 

 

 

■ 評価方法 

 温室効果ガス総合排出量の削減率、温室効果ガス総合排出原単位の削減率及び温室効

果ガスの排出を抑制するために実施する（した）措置の実施率の３項目で評価します。

評価項目ごとの評価基準は下表のとおりです。 

 

評
価 

評価基準 公
表 

助
言
（
※
） 

通
知 

1. 温室効果ガス総合排出

量の削減率 

2. 温室効果ガス総合排出

原単位の削減率 

3. 温室効果ガスの排出を

抑制するために実施する

（した）措置の実施率 

A 4％以上 4％以上 90%以上 ○  ○ 

B 0%～4％未満 0%～4％未満 50%～90％未満  ○ ○ 

C 0％未満 0％未満 0%～50%未満  ○ ○ 

※・・・必要に応じて助言 

 

計画書及び報告書を評価項目ごとにそれぞれ A、B、C の 3 段階で評価し、評価項目

ごとにそれぞれ評価結果がAの事業者名を優良な事業者として公表し、B以下の事業者

には必要に応じて助言します。 

 

（１）温室効果ガス総合排出量の削減率 

温室効果ガス総合排出量の削減率に対し、評価します。 

 

    温室効果ガス総合排出量の削減率（％）

=
基準年度の温室効果ガス総合排出量 −目標年度の温室効果ガス総合排出量

基準年度の温室効果ガス総合排出量
× 100 

 

（２）温室効果ガス総合排出原単位の削減率 

温室効果ガス総合排出原単位の削減率に対し、評価します。 

 

温室効果ガス総合排出原単位の削減率（％）

=
基準年度の温室効果ガス総合排出原単位 −目標年度の温室効果ガス総合排出原単位

基準年度の温室効果ガス総合排出原単位
× 100 

岐阜県では、令和４年度から岐阜県温室効果ガス排出削減計画等の評価制度

を導入します。 

「岐阜県温室効果ガス排出削減計画書（以下「計画書」という。）」と「岐阜

県温室効果ガス排出削減計画実績報告書（以下「実績報告書」という。）」につ

いて評価の上、通知します。 
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（３）温室効果ガスの排出を抑制するために実施する（した）措置の実施率 

岐阜県地球温暖化防止及び気候変動適応基本条例第１１条に基づく「事業活動環境

配慮指針」に規定された各措置について、「実施済」「実施予定」「実施しない」「非該

当」を選択してください。 

○「実施済」   ：既に実施している 

○「実施予定」 ：計画期間中に実施する予定 

○「実施しない」：未実施かつ計画期間中に実施する予定なし 

○「非該当」   ： ｢該当がある場合｣ の項目について、対象設備を所有して 

いない等の場合に選択が可能（「共通」の項目について 

は、選択できません） 

 

以下に示す計算方法により実施する（した）措置の実施率を算定します。分母には

「共通」の項目数と「該当がある場合」の項目数の合計が入ります。また分子には、

分母で対象とした措置のうち「実施済」と「実施予定」の実施する（した）措置の項

目数が入ります。 

 

温室効果ガスの排出を抑制するために実施する（した）措置の実施率(％)

=
「実施済」の項目数 +「実施予定」の項目数

共通の項目数 +該当がある場合の項目数
× 100 
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産業部門、業務部門、廃棄物分野の実施する措置 
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運用による対策 
 

１．推進体制の整備 

共通 

措置の判断基準 

①環境マネジメントシステム又はこれに準じたシステムの導入に努めるなどして、地

球温暖化対策を効果的に推進するために責任者の設置、マニュアルの作成及び社内

研修体制の整備を行うこと。 

②定期的に地球温暖化対策に関する研修、教育などを行うこと。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

○環境マネジメントシステムの導入 

ISO14001、エコアクション２１の他、これらに準じたシステムを導入している

ことが必要です。 

 

○責任者の設置 

責任者は温室効果ガス排出削減のための投資の意思決定に、直接関わることができ

る者であることが必要です。（役員クラスを想定） 

 

○マニュアルの作成 

地球温暖化対策を推進するための以下の内容を盛り込んだマニュアルを作成するこ

とが必要です。 

・地球温暖化対策を推進するための方針 

・温室効果ガス排出削減実行組織である統括責任者、管理者、担当者の役割分担 

・地球温暖化対策を推進するための会議、研修の実施 

・目標削減率に対する目標管理の方法 

 

②の判断基準 

年 1回以上、地球温暖化対策に関する研修等を実施することが必要です。 

 

 

  



5 

 

２．エネルギーの使用に関するデータ管理 

共通 

措置の判断基準 

①系統的に年・季節・月・週・日・時間単位等でエネルギー管理を実施し、数値、グ

ラフ等で過去の実績と比較したエネルギーの消費動向等が把握できるようにするこ

と。 

②機器や設備の保守状況、運転時間、運転特性値等を比較検討し、機器や設備の劣化

状況、保守時期等を把握すること。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

エネルギー使用量を設備別、工程別、使用目的別等でリスト等により整理の上、把

握することが必要です。 

エネルギー使用量が大きい設備（群）を優先的に推計対象とし、燃料種、設備、用

途、工程等がわかるリスト等により整理の上、事業所内で使用するエネルギーの８

０％以上で対応している場合、「適合」と判断します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②の判断基準 

 設備別に、保守状況、運転時間、運転特性値等をリスト等により整理の上、機器や

設備の劣化状況、保守時期等を把握することが必要です。 

 

  

２０××年度　エネルギー使用量

区分 設備 燃料種 比率
区分
比率

ボイラー 電気 3,000 千kWh 29910 22.2% -
冷凍機 電気 6,000 千kWh 59820 44.4% -
冷却塔、ポンプ 電気 4,500 千kWh 44865 33.3% -

134595 100.0% 12.3%
Ａ工程　工業炉 コークス 2,000 t 58800 8.3% -

都市ガス 1,000 千㎡ 45000 6.4% -
電気 300 千kWh 2991 0.4% -

Ｂ工程　工業炉 電気 60,000 千kWh 598200 * 84.9% -
704991 100.0% 64.5%

空調機 電気 15,000 千kWh 149550 * 58.8% -
照明 電気 10,000 千kWh 99700 * 39.2% -
その他 電気 500 千kWh 4985 2.0% -

254235 100.0% 23.2%
1093821 - 100.0%

*エネルギー使用量の多い箇所
合計

エネルギー使用量
（実績）

エネルギー使用量
（GJ換算）

熱源

生産

ユーティ
リティー

小計

小計

小計

用途別、設備別に把握してください。 
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３．計測及び記録 

共通 

措置の判断基準 
主要設備の稼働状態の把握及び効率の改善に必要な事項の計測及び記録に関する管

理標準を設定し、これに基づき定期的に計測し、その結果を記録すること。 

実施済み 

の判断基準 

 主要設備（※）の稼働状態の把握及び効率の改善に必要な事項の計測及び記録に

関する管理標準を設定し、定期的に計測及び記録している場合、「実施済」と判断

します。 

 

参考 

 工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準（令和３

年３月 31日経済産業省告示第 69号）（以下「工場等省エネ基準」という。）を参

考に、主要設備ごとに必要な事項の計測及び記録を実施してください。 

 

※工場等省エネ基準では主要設備の定義は示されておりませんが、主としてエネ

ルギーを使用する設備を主要設備としてください。（以下、同じ。） 
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４．保守及び点検 

共通 

措置の判断基準 
各設備の保守及び点検に関する管理標準を設定し、これに基づき定期的に保守及び

点検を行い、良好な状態に維持すること。 

実施済み 

の判断基準 

各設備の保守及び点検に関する管理標準を設定し、これに基づき定期的に保守及

び点検を行い、良好な状態に維持してください。 

 

参考 

 工場等省エネ基準を参考に、各設備ごとに必要な事項の保守及び点検を実施して

ください。 
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５．燃料の選択 

共通 

措置の判断基準 
単位発熱量当たりの二酸化炭素排出量が小さい燃料を優先的に選択して使用するこ

と。 

実施済み 

の判断基準 

 石油から天然ガスへの転換、化石燃料由来のエネルギーから再生可能エネルギー

への転換など、より二酸化炭素排出量が小さい燃料へ転換を図っている場合、「実

施済」と判断します。 
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事務所等（工場以外）における設備の管理 

６．空気調和設備、換気設備の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①空気調和の管理は、空気調和を施す区画を限定し、ブラインドの管理等による負荷

の軽減及び区画の使用状況等に応じた設備の運転時間、室内温度、換気回数、湿

度、外気の有効利用等についての管理標準を設定して行うこと。なお、冷暖房温度

については、政府の推奨する設定温度を勘案した管理標準とすること。 

②空気調和設備の熱源設備において燃焼を行う設備（吸収式冷凍機、冷温水発生器

等）の管理は、空気比についての管理標準を設定して行うこと。 

③空気調和設備を構成する熱源設備、熱源設備から冷水等により空気調和機設備に熱

搬送する設備（以下「熱搬送設備」という。）、空気調和機設備の管理は、外気条件

の季節変動等に応じ、冷却水温度や冷温水温度、圧力等の設定により、空気調和設

備の総合的なエネルギー効率を向上させるように管理標準を設定して行うこと。 

④空気調和設備の熱源設備が複数の同機種の熱源機で構成され、又は使用するエネル

ギーの種類の異なる複数の熱源機で構成されている場合は、外気条件の季節変動や

負荷変動等に応じ、稼働台数の調整又は稼働機器の選択により熱源設備の総合的な

エネルギー効率を向上させるように管理標準を設定して行うこと。 

⑤熱搬送設備が複数のポンプで構成されている場合は、季節変動等に応じ、稼働台数

の調整又は稼働機器の選択により熱搬送設備の総合的なエネルギー効率を向上させ

るように管理標準を設定して行うこと。 

⑥空気調和機設備が同一区画において複数の同機種の空気調和機で構成され、又は種

類の異なる複数の空気調和機で構成されている場合は、混合損失の防止や負荷の状

態に応じ、稼働台数の調整又は稼働機器の選択により空気調和機設備の総合的なエ

ネルギー効率を向上させるように管理標準を設定して行うこと。 

⑦換気設備の管理は、換気を施す区画を限定し、換気量、運転時間、温度等について

の管理標準を設定して行うこと。これらの設定に関しては換気の目的、場所に合わ

せたものとすること。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であって空気調和設備、換気設備が主要設備の場合 

※工場の場合、空気調和設備、換気設備が主要設備でない場合は、「非該当」と

してください。 

実施済み 

の判断基準 

①から⑦までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理を行い、冷暖房温度は、環境省が推奨する

温度（夏季２８℃、冬季２０℃）を目安に設定している場合、「適合」と判断しま

す。 

 

②の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 なお、熱源設備において燃焼を行う設備（吸収式冷凍機、冷温水発生器等）がな



10 

い場合、②の基準は適用しません。 

 

③の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

④の判断基準 

空気調和設備の熱源設備が複数の熱源機で構成されている場合は、基準のとおり

管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

空気調和設備の熱源設備が複数の熱源機で構成されていない場合、④の基準は適

用しません。 

 

⑤の判断基準 

 熱搬送設備が複数のポンプで構成されている場合は、基準のとおり管理標準を設

定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 熱搬送設備が複数のポンプで構成されていない場合、⑤の基準は適用しません。 

 

⑥の判断基準 

 空気調和機設備が同一区画において複数の空気調和機で構成されている場合は、

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 空気調和機設備が同一区画において複数の空気調和機で構成されていない場合、

⑥の基準は適用しません。 

 

⑦の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 
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事務所等（工場以外）における設備の管理 

７．ボイラー設備、給湯設備の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①ボイラー設備は、ボイラーの容量及び使用する燃料の種類に応じて空気比について

の管理標準を設定して行うこと。 

②管理標準は、工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基

準（令和３年３月31日経済産業省告示第69号）（以下「工場等省エネ基準」とい

う。）別表第１(Ａ)に掲げる空気比の値を基準として空気比を低下させるように設定

すること。 

③ボイラー設備は、蒸気等の圧力、温度及び運転時間に関する管理標準を設定し、適

切に運転し過剰な蒸気等の供給及び燃料の供給をなくすこと。 

④ボイラーへの給水は水質に関する管理標準を設定し、水質管理を行うこと。なお、

給水水質の管理は、日本産業規格Ｂ8223（ボイラーの給水及びボイラー水の水

質）に規定するところ（これに準ずる規格を含む。）により行うこと。 

⑤複数のボイラー設備を使用する場合は、総合的なエネルギー効率を向上させるよう

に管理標準を設定し、適切な運転台数とすること。 

⑥給湯設備の管理は、季節及び作業の内容に応じ供給箇所の限定や供給期間、給湯温

度、給湯圧力その他給湯の効率の改善に必要な事項についての管理標準を設定して

行うこと。 

⑦給湯設備の熱源設備の管理は、負荷の変動に応じ、熱源機とポンプ等の補機を含め

た総合的なエネルギー効率を向上させるように管理標準を設定して行うこと。 

⑧給湯設備の熱源設備が複数の熱源機で構成されている場合は、負荷の状態に応じ、

稼働台数の調整により熱源設備の総合的なエネルギー効率を向上させるように管理

標準を設定して行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であってボイラー設備、給湯設備が主要設備の場合 

※工場の場合、ボイラー設備、給湯設備が主要設備でない場合は、「非該当」と

してください。 

実施済み 

の判断基準 

①から⑧までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

 管理標準は、工場等省エネ基準で定める空気比の値を基準として空気比を低下さ

せるように設定してください。 
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○工場等省エネ基準（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③の判断基準 

ボイラー設備は、基準のとおり管理標準を設定し、適切に運転し過剰な蒸気等の

供給及び燃料の供給をなくすよう管理している場合、「適合」と判断します。 

 

④の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

⑤の判断基準 

 複数のボイラー設備を使用する場合は、基準のとおり管理標準を設定して、適切

な運転台数としている場合、「適合」と判断します。 

 複数のボイラー設備を使用しない場合、⑤の基準は適用しません。 

 

⑥の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

⑦の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

⑧の判断基準 

 給湯設備の熱源設備が複数の熱源機で構成されている場合は、基準のとおり管理

標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 給湯設備の熱源設備が複数の熱源機で構成されていない場合、⑧の基準は適用し

ません。 
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事務所等（工場以外）における設備の管理 

８．照明設備、昇降機の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①照明設備は、日本産業規格Ｚ9110（照度基準総則）又はＺ9125（屋内作業場の

照明基準）及びこれらに準ずる規格に規定するところにより管理標準を設定して使

用すること。また、過剰又は不要な照明をなくすように管理標準を設定し、調光に

よる減光又は消灯を行うこと。 

②昇降機は、時間帯や曜日等により停止階の制限、複数台ある場合には稼働台数の制

限等に関して管理標準を設定し、効率的な運転を行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であって照明設備、昇降機が主要設備の場合 

※工場の場合、照明設備、昇降機が主要設備でない場合は、「非該当」としてく

ださい。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

照明設備は、基準のとおり管理標準を設定し、過剰又は不要な照明をなくすため

減光又は消灯を行っている場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 
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事務所等（工場以外）における設備の管理 

９．受変電設備の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①変圧器及び無停電電源装置は、部分負荷における効率を考慮して、変圧器及び無停

電電源装置の全体の効率が高くなるように管理標準を設定し、稼働台数の調整及び

負荷の適正配分を行うこと。 

②受電端における力率については、95 パーセント以上とすることを基準として、工

場等省エネ基準別表第４に掲げる設備（同表に掲げる容量以下のものを除く。）又

は変電設備における力率を進相コンデンサの設置等により向上させること。ただ

し、発電所の所内補機を対象とする場合は、この限りでない。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であって受変電設備が主要設備の場合 

※工場の場合、受変電設備が主要設備でない場合は、「非該当」としてくださ

い。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

変圧器及び無停電電源装置は、基準のとおり管理標準を設定し、稼働台数の調整

及び負荷の適正配分を行っている場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

受電端における力率は、95 パーセント以上とすることを基準として、工場等省エ

ネ基準に掲げる設備又は変電設備における力率を進相コンデンサの設置等により向上

させている場合、「適合」と判断します。 

 

○工場等省エネ基準（抜粋） 
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事務所等（工場以外）における設備の管理 

１０．発電専用設備、コージェネレーション設備の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①ガスタービン、蒸気タービン、ガスエンジン等専ら発電のみに供される設備（以下

「発電専用設備」という。）にあっては、高効率の運転を維持できるよう管理標準

を設定して運転の管理をすること。また、複数の発電専用設備の並列運転に際して

は、個々の機器の特性を考慮の上、負荷の増減に応じて適切な配分がなされるよう

に管理標準を設定し、総合的な効率の向上を図ること。 

②コージェネレーション設備に使用されるガスタービン、ガスエンジン、ディーゼル

エンジン等の運転の管理は、管理標準を設定して、発生する熱及び電気が十分に利

用されるよう負荷の増減に応じ総合的な効率を高めるものとすること。また、複数

のコージェネレーション設備の並列運転に際しては、個々の機器の特性を考慮の

上、負荷の増減に応じて適切な配分がなされるように管理標準を設定し、総合的な

効率の向上を図ること。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であって発電専用設備、コージェネレーション設備が主要設備の場合 

※工場の場合、発電専用設備、コージェネレーション設備が主要設備でない場合

は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 
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事務所等（工場以外）における設備の管理 

１１．事務用機器の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準  事務用機器の管理は、不要運転等がなされないよう管理標準を設定して行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であって事務用機器が主要設備の場合 

※工場の場合、事務用機器が主要設備でない場合は、「非該当」としてくださ

い。 

実施済み 

の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「実施済」と判断します。 
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事務所等（工場以外）における設備の管理 

１２．業務用機器の管理  

該当がある場合 

措置の判断基準 

 厨房機器、業務用冷蔵庫、業務用冷凍庫、ショーケース、医療機器、放送機器、通

信機器、電子計算機、実験装置、遊戯用機器等の業務用機器の管理は、季節や曜日、

時間帯、負荷量、不要時等の必要な事項について管理標準を設定して行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であって業務用機器が主要設備の場合 

※工場の場合、業務用機器が主要設備でない場合は、「非該当」としてくださ

い。 

実施済み 

の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「実施済」と判断します。 
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工場における設備の管理 

１３．燃焼設備の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①燃料の燃焼の管理は、燃焼設備及び使用する燃料の種類に応じて、空気比について

の管理標準を設定して行うこと。 

②管理標準は、工場等省エネ基準別表第１(Ａ)に掲げる空気比の値を基準として空気

比を低下させるように設定すること。 

③複数の燃焼設備を使用するときは、燃焼設備全体としての熱効率（投入熱量のうち

対象物の付加価値を高めるために使われた熱量の割合をいう。以下同じ。）が高く

なるように管理標準を設定し、それぞれの燃焼設備の燃焼負荷を調整すること。 

④燃料を燃焼する場合には、燃料の粒度、水分、粘度等の性状に応じて、燃焼効率が

高くなるよう運転条件に関する管理標準を設定し、適切に運転すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって燃焼設備が主要設備の場合 

※事務所等の場合、燃焼設備が主要設備でない場合は、「非該当」としてくださ

い。 

実施済み 

の判断基準 

①から④までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

 管理標準は、工場等省エネ基準で定める空気比の値を基準として空気比を低下さ

せるように設定してください。 

 

○工場等省エネ基準（抜粋） 
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③の判断基準 

複数の燃焼設備を使用するときは、基準のとおり管理標準を設定し、それぞれの

燃焼設備の燃焼負荷を調整している場合、「適合」と判断します。 

複数の燃焼設備を使用しない場合、③の基準は適用しません。 

 

④の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

なお、燃料がガスなどの気体燃料を使用している場合、④の基準は適用しませ

ん。 
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工場における設備の管理 

１４．加熱設備等の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①蒸気等の熱媒体を用いる加熱設備、冷却設備、乾燥設備、熱交換器等については、

加熱及び冷却並びに伝熱（以下「加熱等」という。）に必要とされる熱媒体の温

度、圧力及び量並びに供給される熱媒体の温度、圧力及び量について管理標準を設

定し、熱媒体による熱量の過剰な供給をなくすこと。 

②加熱、熱処理等を行う工業炉については、設備の構造、被加熱物の特性、加熱、熱

処理等の前後の工程等に応じて、熱効率を向上させるように管理標準を設定し、ヒ

ートパターン（被加熱物の温度の時間の経過に対応した変化の態様をいう。以下同

じ。）を改善すること。 

③加熱等を行う設備は、被加熱物又は被冷却物の量及び炉内配置について管理標準を

設定し、過大負荷及び過小負荷を避けること。 

④複数の加熱等を行う設備を使用するときは、設備全体としての熱効率が高くなるよ

うに管理標準を設定し、それぞれの設備の負荷を調整すること。 

⑤加熱を反復して行う工程においては、管理標準を設定し、工程間の待ち時間を短縮

すること。 

⑥加熱等を行う設備で断続的な運転ができるものについては、管理標準を設定し、運

転を集約化すること。 

⑦ボイラーへの給水は、伝熱管へのスケールの付着及びスラッジ等の沈澱を防止する

よう水質に関する管理標準を設定して行うこと。給水の水質の管理は、日本産業規

格Ｂ8223（ボイラーの給水及びボイラー水の水質）に規定するところ（これに準

ずる規格を含む。）により行うこと。 

⑧蒸気を用いる加熱等を行う設備については、不要時に蒸気供給バルブを閉止するこ

と。 

⑨加熱等を行う設備で用いる蒸気については、適切な乾き度を維持すること。 

⑩その他、加熱等の管理は、被加熱物及び被冷却物の温度、加熱等に用いられる蒸気

等の媒体の温度、圧力及び流量その他の加熱等に係る事項についての管理標準を設

定して行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって加熱設備等が主要設備の場合 

※事務所等の場合、加熱設備等が主要設備でない場合は、「非該当」としてくだ

さい。 

実施済み 

の判断基準 

①から⑩までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

蒸気等の熱媒体を用いる加熱設備、冷却設備、乾燥設備、熱交換器等は、基準の

とおり管理標準を設定し、熱媒体による熱量の過剰な供給をなくすよう管理してい

る場合、「適合」と判断します。 

蒸気等の熱媒体を用いる加熱設備等がない場合、①の基準は適用しません。 
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②の判断基準 

 加熱、熱処理等を行う工業炉は、基準のとおり管理標準を設定し、ヒートパター

ン改善している場合、「適合」と判断します。 

 加熱、熱処理等を行う工業炉がない場合、②の基準は適用しません。 

 

③の判断基準 

加熱等を行う設備は、基準のとおり管理標準を設定し、過大負荷及び過小負荷を

避けてください。 

 

④の判断基準 

複数の加熱等を行う設備を使用するときは、基準のとおり管理標準を設定して、

それぞれの設備の負荷を調整している場合、「適合」と判断します。 

複数の加熱等を行う設備を使用しない場合、④の基準は適用しません。 

 

⑤の判断基準 

 加熱を反復して行う工程には、管理標準を設定して、工程間の待ち時間の短縮化

を図っている場合、「適合」と判断します。 

 加熱を反復して行う工程がない場合、⑤の基準は適用しません。 

 

⑥の判断基準 

 加熱等を行う設備で断続的な運転ができるものは、管理標準を設定して、運転を

集約化してください。 

 断続的な運転ができない場合、⑥の基準は適用しません。 

 

⑦の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

⑧の判断基準 

 蒸気を用いる加熱等を行う設備は、不要時に蒸気供給バルブを閉止してくださ

い。 

 

⑨の判断基準 

 加熱等を行う設備で用いる蒸気については、適切な乾き度を維持してください。 

 

⑩の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 
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工場における設備の管理 

１５．空気調和設備、給湯設備の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①製品製造、貯蔵等に必要な環境の維持、作業員のための作業環境の維持を行うため

の空気調和においては、空気調和を施す区画を限定し負荷の軽減及び区画の使用状

況等に応じた設備の運転時間、温度、換気回数、湿度等についての管理標準を設定

して行うこと。 

②工場内にある事務所等の空気調和の管理は、空気調和を施す区画を限定し、ブライ

ンドの管理等による負荷の軽減及び区画の使用状況等に応じた設備の運転時間、室

内温度、換気回数、湿度、外気の有効利用等についての管理標準を設定して行うこ

と。なお、冷暖房温度については、政府の推奨する設定温度を勘案した管理標準と

すること。 

③空気調和設備を構成する熱源設備、熱搬送設備、空気調和機設備の管理は、外気条

件の季節変動等に応じ、冷却水温度や冷温水温度、圧力等の設定により、空気調和

設備の総合的なエネルギー効率を向上させるように管理標準を設定して行うこと。 

④空気調和設備の熱源設備が複数の同機種の熱源機で構成され、又は使用するエネル

ギーの種類の異なる複数の熱源機で構成されている場合は、外気条件の季節変動や

負荷変動等に応じ、稼働台数の調整又は稼働機器の選択により熱源設備の総合的な

エネルギー効率を向上させるように管理標準を設定して行うこと。 

⑤熱搬送設備が複数のポンプで構成されている場合は、負荷変動等に応じ、稼働台数

の調整又は稼働機器の選択により熱搬送設備の総合的なエネルギー効率を向上させ

るように管理標準を設定して行うこと。 

⑥空気調和機設備が同一区画において複数の同機種の空気調和機で構成され、又は種

類の異なる複数の空気調和機で構成されている場合は、混合損失の防止や負荷の状

態に応じ、稼働台数の調整又は稼働機器の選択により空気調和機設備の総合的なエ

ネルギー効率を向上させるように管理標準を設定して行うこと。 

⑦給湯設備の管理は、季節及び作業の内容に応じ供給箇所を限定し、給湯温度、給湯

圧力その他給湯の効率の改善に必要な事項についての管理標準を設定して行うこ

と。 

⑧給湯設備の熱源設備の管理は、負荷の変動に応じ、熱源機とポンプ等の補機を含め

た総合的なエネルギー効率を向上させるように管理標準を設定して行うこと。 

⑨給湯設備の熱源設備が複数の熱源機で構成されている場合は、負荷の状態に応じ、

稼動台数の調整により熱源設備の総合的なエネルギー効率を向上させるように管理

標準を設定して行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって空気調和設備、給湯設備が主要設備の場合 

※事務所等の場合、空気調和設備、給湯設備が主要設備でない場合は、「非該

当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①から⑨までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 
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①の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理を行い、冷暖房温度は、環境省が推奨する

温度（夏季２８℃、冬季２０℃）を目安に設定している場合、「適合」と判断しま

す。 

 

③の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

④の判断基準 

空気調和設備の熱源設備が複数の熱源機で構成されている場合は、基準のとおり

管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

空気調和設備の熱源設備が複数の熱源機で構成されていない場合、④の基準は適

用しません。 

 

⑤の判断基準 

 熱搬送設備が複数のポンプで構成されている場合は、基準のとおり管理標準を設

定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 熱搬送設備が複数のポンプで構成されていない場合、⑤の基準は適用しません。 

 

⑥の判断基準 

 空気調和機設備が同一区画において複数の空気調和機で構成されている場合は、

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 空気調和機設備が同一区画において複数の空気調和機で構成されていない場合、

⑥の基準は適用しません。 

 

⑦の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

⑧の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

⑨の判断基準 

 給湯設備の熱源設備が複数の熱源機で構成されている場合は、基準のとおり管理

標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 給湯設備の熱源設備が複数の熱源機で構成されていない場合、⑨の基準は適用し

ません。 
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工場における設備の管理 

１６．廃熱回収設備の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①排ガスの廃熱の回収利用は、排ガスを排出する設備等に応じ、廃ガスの温度又は廃

熱回収率について管理標準を設定して行うこと。 

②管理標準は、工場等省エネ基準別表第２(Ａ)に掲げる廃ガス温度及び廃熱回収率の

値を基準として廃ガス温度を低下させ、廃熱回収率を高めるように設定すること。 

③蒸気ドレンの廃熱の回収利用は、廃熱の回収を行う蒸気ドレンの温度、量及び性状

の範囲について管理標準を設定して行うこと。 

④加熱された固体若しくは流体が有する顕熱、潜熱、圧力、可燃性成分等の回収利用

は、回収を行う範囲について管理標準を設定して行うこと。 

⑤排ガス等の廃熱は、原材料の予熱等その温度、設備の使用条件等に応じた適確な利

用に努めること。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって廃熱回収設備が主要設備の場合 

※事務所等の場合、廃熱回収設備が主要設備でない場合は、「非該当」としてく

ださい。 

実施済み 

の判断基準 

①から⑤までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

 管理標準は、工場等省エネ基準で定める廃ガス温度及び廃熱回収率の値を基準と

して廃ガス温度を低下させ、廃熱回収率を高めるように設定してください。 

 

○工場等省エネ基準（抜粋） 
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③の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

④の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

⑤の判断基準 

 排ガス等の廃熱は、原材料の予熱等その温度、設備の使用条件等に応じた適確な

利用に努めてください。 
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工場における設備の管理 

１７．蒸気駆動の動力設備の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 
蒸気駆動の動力設備については、高効率の運転を維持できるよう管理標準を設定し

て運転の管理をすること。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって蒸気駆動の動力設備が主要設備の場合 

※事務所等の場合、蒸気駆動の動力設備が主要設備でない場合は、「非該当」と

してください。 

実施済み 

の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「実施済」と判断します。 
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工場における設備の管理 

１８．発電専用設備の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①発電専用設備にあっては、高効率の運転を維持できるよう管理標準を設定して運転

の管理をすること。また、複数の発電専用設備の並列運転に際しては、個々の機器

の特性を考慮の上、負荷の増減に応じて適切な配分がなされるように管理標準を設

定し、総合的な効率の向上を図ること。 

②火力発電所の運用に当たって蒸気タービンの部分負荷における減圧運転が可能な場

合には、最適化について管理標準を設定して行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって発電専用設備が主要設備の場合 

※事務所等の場合、発電専用設備が主要設備でない場合は、「非該当」としてく

ださい。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

火力発電所以外の場合、②の基準は適用しません。 
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工場における設備の管理 

１９．コージェネレーション設備の管理  

該当がある場合 

措置の判断基準 

①コージェネレーション設備に使用されるボイラー、ガスタービン、蒸気タービン、

ガスエンジン、ディーゼルエンジン等の運転の管理は、管理標準を設定して、発生

する熱及び電気が十分に利用されるよう負荷の増減に応じた総合的な効率を高める

ものとすること。また、複数のコージェネレーション設備の並列運転に際しては、

個々の機器の特性を考慮の上、負荷の増減に応じて適切な配分がなされるように管

理標準を設定し、総合的な効率の向上を図ること。 

②抽気タービン又は背圧タービンをコージェネレーション設備に使用するときは、抽

気タービンの抽気圧力又は背圧タービンの背圧の許容される最低値について、管理

標準を設定して行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であってコージェネレーション設備が主要設備の場合 

※事務所等の場合、コージェネレーション設備が主要設備でない場合は、「非該

当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 
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工場における設備の管理 

２０．受変電設備及び配電設備の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①変圧器及び無停電電源装置は、部分負荷における効率を考慮して、変圧器及び無停

電電源装置の全体の効率が高くなるように管理標準を設定し、稼働台数の調整及び

負荷の適正配分を行うこと。 

②受変電設備の配置の適正化及び配電方式の変更による配電線路の短縮、配電電圧の

適正化等について管理標準を設定し、配電損失を低減すること。 

③受電端における力率については、95 パーセント以上とすることを基準として、工

場等省エネ基準別表第４に掲げる設備（同表に掲げる容量以下のものを除く。）又

は変電設備における力率を進相コンデンサの設置等により向上させること。ただ

し、発電所の所内補機を対象とする場合は、この限りでない。 

④進相コンデンサは、これを設置する設備の稼働又は停止に合わせて稼働又は停止さ

せるように管理標準を設定して管理すること。 

⑤三相電源に単相負荷を接続させるときは、電圧の不平衡を防止するよう管理標準を

設定して行うこと。 

⑥電気を使用する設備（以下「電気使用設備」という。）の稼働について管理標準を

設定し、調整することにより、工場における電気の使用を平準化して最大電流を低

減すること。 

⑦その他、電気使用設備への電気の供給の管理は、電気使用設備の種類、稼働状況及

び容量に応じて、受変電設備及び配電設備の電圧、電流等電気の損失を低減するた

めに必要な事項について管理標準を設定して行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって受変電設備及び配電設備が主要設備の場合 

※事務所等の場合、受変電設備及び配電設備が主要設備でない場合は、「非該

当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①から⑦までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

③の判断基準 

受電端における力率は、95 パーセント以上とすることを基準として、工場等省エ

ネ基準に掲げる設備又は変電設備における力率を進相コンデンサの設置等により向上

させている場合、「適合」と判断します。 
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○工場等省エネ基準（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④の判断基準 

基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

⑤の判断基準 

 三相電源に単相負荷を接続させるときは、基準のとおり管理標準を設定して管理

している場合、「適合」と判断します。 

 三相電源に単相負荷を接続させない場合、⑤の基準は適用しません。 

 

⑥の判断基準 

 電気使用設備の稼働について管理標準を設定し、調整することにより、工場にお

ける電気の使用を平準化して最大電流を低減している場合、「適合」と判断しま

す。 

 

⑦の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 
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工場における設備の管理 

２１．電動力応用設備、電気加熱設備等の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①電動力応用設備については、電動機の空転による電気の損失を低減するよう、始動

電力量との関係を勘案して管理標準を設定し、不要時の停止を行うこと。 

②複数の電動機を使用するときは、それぞれの電動機の部分負荷における効率を考慮

して、電動機全体の効率が高くなるように管理標準を設定し、稼働台数の調整及び

負荷の適正配分を行うこと。 

③ポンプ、ファン、ブロワー、コンプレッサー等の流体機械については、使用端圧力

及び吐出量の見直しを行い、負荷に応じた運転台数の選択、回転数の変更等に関す

る管理標準を設定し、電動機の負荷を低減すること。なお、負荷変動幅が定常的な

場合には、配管やダクトの変更、インペラーカット等の対策を実施すること。 

④誘導炉、アーク炉、抵抗炉等の電気加熱設備は、被加熱物の装てん方法の改善、無

負荷稼働による電気の損失の低減、断熱及び廃熱回収利用（排気のある設備に限

る。）に関して管理標準を設定し、その熱効率を向上させること。 

⑤電解設備は、適当な形状及び特性の電極を採用し、電極間距離、電解液の濃度、導

体の接触抵抗等に関して管理標準を設定し、その電解効率を向上させること。 

⑥その他、電気の使用の管理は、電動力応用設備、電気加熱設備等の電気使用設備ご

とに、その電圧、電流等電気の損失を低減するために必要な事項についての管理標

準を設定して行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって電動力応用設備、電気加熱設備等が主要設備の場合 

※事務所等の場合、電動力応用設備、電気加熱設備等が主要設備でない場合は、

「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①から⑥までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

③の判断基準 

ポンプ、ファン、ブロワー、コンプレッサー等の流体機械については、基準のとお

り管理標準を設定し、電動機の負荷を低減してください。 

なお、負荷変動幅が定常的な場合には、配管やダクトの変更、インペラーカット等

の対策を実施してください。 

流体機械がない場合、③の基準は適用しません。 

 

④の判断基準 

 誘導炉、アーク炉、抵抗炉等の電気加熱設備は、基準のとおり管理標準を設定し、
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その熱効率を向上させている場合、「適合」と判断します。 

 誘導炉、アーク炉、抵抗炉等の電気加熱設備がない場合、④の基準は適用しませ

ん。 

 

⑤の判断基準 

 電解設備は、基準のとおり管理標準を設定し、その電解効率を向上させている場

合、「適合」と判断します。 

 電解設備がない場合、⑤の基準は適用しません。 

 

⑥の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 
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工場における設備の管理 

２２．照明設備、昇降機、事務用機器の管理 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①照明設備については、日本産業規格Ｚ9110（照度基準総則）又はＺ9125（屋内

作業場の照明基準）及びこれらに準ずる規格に規定するところにより管理標準を設

定して使用すること。また、調光による減光又は消灯についての管理標準を設定

し、過剰又は不要な照明をなくすこと。 

②昇降機は、時間帯や曜日等により停止階の制限、複数台ある場合には稼働台数の制

限等に関して管理標準を設定し、効率的な運転を行うこと。 

③事務用機器については、不要時において適宜電源を切るとともに、低電力モードの

設定を実施すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって照明設備、昇降機、事務用機器が主要設備の場合 

※事務所等の場合、照明設備、昇降機、事務用機器が主要設備でない場合は、

「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①から③までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

照明設備は、基準のとおり管理標準を設定し、過剰又は不要な照明をなくすため

減光又は消灯を行っている場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

 基準のとおり管理標準を設定して管理している場合、「適合」と判断します。 

 

③の判断基準 

事務用機器は、不要時において適宜電源を切るとともに、低電力モードの設定をし

てください。 

 

  



34 

「脱炭素社会ぎふ」の実現に向けた対策 
 

２３．再生可能エネルギー及び未利用エネルギーの活用 

共通 

措置の判断基準 

①太陽光発電、風力発電、バイオマス発電等の再生可能エネルギーに係る技術を取り

入れた設備を導入すること。 

②可燃性廃棄物を燃焼又は処理する際発生するエネルギーや燃料については、できる

だけ回収し利用を図ること。 

③事業所の周辺において、地下水等の温度差エネルギーの回収が可能な場合には、ヒ

ートポンプ等を活用して、その有効利用を図ること。 

実施済み 

の判断基準 

①から③までの項目のうち２項目以上に適合している場合、「実施済」と判断しま

す。 

 

①の判断基準 

太陽光発電、バイオマス発電等の再生可能エネルギーに係る技術を取り入れた設

備を導入することが必要です。 

屋根貸しなどにより他者が太陽光発電設備を設置している場合についても、「適

合」と判断します。 

 

②の判断基準 

 可燃性廃棄物を燃焼又は処理する際発生するエネルギーや燃料をできるだけ回収

し、利用を図ってください。 

 廃棄物の処理を委託する場合には、できるだけエネルギーや燃料を回収する技術

を有した廃棄物処理業者へ委託してください。 

 

③の判断基準 

事業所の周辺において、排水、下水、河川水、海水、地下水、温泉未利用熱等の温

度差エネルギーの回収が可能な場合には、ヒートポンプ等を活用した熱効率の高い設

備を用いて、できるだけその利用を図ってください。 
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２４．購入する電力の選択 

該当がある場合 

措置の判断基準 
他者からの電力の供給がある場合には、再生可能エネルギー比率の高い電力への切

り替えを図ること。 

該当がある場合 

の判断基準 

再生可能エネルギー比率の高い電力に切り替えている場合 

※通常の電力メニューの場合、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

電力会社において、各種メニューが用意されております。 

通常のメニュー以外の再生可能エネルギー比率の高い電力メニューとしている場

合、「実施済」と判断します。 
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２５．RE100の取組み 

該当がある場合 

措置の判断基準 
自らの事業の使用電力を 100％再生可能エネルギーで賄うことを目指した取組み

を図ること。 

該当がある場合 

の判断基準 

RE100の取組みをしている場合 

※RE100の取組みをしていない場合は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

RE100とは、企業が自らの事業の使用電力を 100％再エネで賄うことを目指

す国際的なイニシアティブがあり、世界や日本の企業が参加しています。 

独自の取組みにより 100％再生可能エネルギーで電力を賄っている場合も、「実

施済」と判断します。 
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２６．水素エネルギーの活用 

該当がある場合 

措置の判断基準 水素エネルギーの活用を図ること。 

該当がある場合 

の判断基準 

水素エネルギーを活用している場合 

※水素エネルギーを活用していない場合は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

水素エネルギーを活用している場合、「実施済」と判断します。 

 

例）営業用車両に燃料電池自動車（FCV）を導入した。 
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２７．省エネ診断の実施 

共通 

措置の判断基準 
省エネ診断等によるエネルギー効率改善に関する診断、助言、エネルギーの効率的

利用に係る保証の手法等の活用を図ること。 

実施済み 

の判断基準 

外部機関（※１）による省エネ診断等（※２）を受診し、提案事項への対応を行

っている場合、「実施済」と判断します。 

 

※１ 診断機関としては、公的機関・民間企業を問いません。 

※２ 省エネ診断や ESCO事業者による診断等は該当しますが、メンテナンス業

者が設置した設備のみを対象としてのアドバイスは該当しません。（事業所全

体を対象としていないものは不可とします） 
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２８．高効率機器、先進設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 
環境省が認証する先導的な低炭素技術を有する設備・機器等を導入、又は資源エネ

ルギー庁が推進するエネルギー消費効率に優れた先進設備を導入すること。 

該当がある場合 

の判断基準 
環境省等が認証等する高効率機器等を新設・更新する場合 

実施済み 

の判断基準 

環境省又は資源エネルギー庁が認証・推進する高効率機器等を導入している場

合、「実施済」と判断します。 
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２９．グリーン購入 

共通 

措置の判断基準 
事業活動に伴い物品を購入し、若しくは借り受け、又はサービスの提供を受ける場

合には、購入等の必要性を十分に考慮するとともに、環境物品等を選択すること。 

実施済み 

の判断基準 

グリーン購入の取組みを行っている場合、「実施済」と判断します。 

 

○環境省HP（抜粋） 
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３０．３Rの推進 

共通 

措置の判断基準 
事業活動において、廃棄物の発生の抑制、再使用及び再生利用その他資源の有効利

用に努めること。 

実施済み 

の判断基準 

３Rを推進する取組みを行っている場合、「実施済」と判断します。 

なお、従来の 3Rの取組みに加え、資源投入量・消費量を抑えつつ、ストックを

有効活用しながら、サービス化等を通じて付加価値を生み出し、資源・製品の価値

の最大化、資源消費の最小化、廃棄物の発生抑止等を目指す循環経済（サーキュラ

ー・エコノミー）への移行を中長期的に進めていくことが望ましいです。 

 

○環境省HPより 
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３１．廃棄物原燃料の活用 

該当がある場合 

措置の判断基準 
廃棄物を化石燃料の代替え燃料として活用するなど、廃棄物の有効利用を図るこ

と。 

該当がある場合 

の判断基準 

廃棄物原燃料を活用している場合 

※廃棄物原燃料を活用していない場合は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

木くずチップや RPF等の廃棄物由来の燃料を活用し、廃棄物の有効利用をする

ことが必要です。 
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設備導入による対策 

設備導入による対策は、計画期間に該当設備を新設・更新する場合に適用します。設

備の新設・更新がない場合は「非該当」としてください。 

なお、既存の設備が基準に適合している場合には、「実施済」として評価対象とする

ことができます。 

 

事務所等（工場以外）における設備の導入 

３２．空気調和設備、換気設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①空気調和設備、換気設備を新設・更新する場合には、必要な負荷、換気量に応じた

設備を選定すること。 

②空気調和設備を新設・更新する場合には、熱負荷の低減及びエネルギーの効率的利

用を実施すること。 

③エネルギーの使用の合理化等に関する法律第 145 条第１項により定められたエネ

ルギー消費機器（以下「特定エネルギー消費機器」という。）に該当する空気調和

設備、換気設備に係る機器を新設・更新する場合には、当該機器に関する性能の向

上に関する製造事業者等の判断の基準に規定する基準エネルギー消費効率以上の効

率のものを採用すること。 

④換気設備を新設・更新する場合には、エネルギーの効率的利用を実施すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であって空気調和設備、換気設備を新設・更新する場合 

※工場の場合、空気調和設備、換気設備を新設・更新しない場合は、「非該当」

としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①から④までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

空気調和設備、換気設備を新設・更新する場合には、必要な負荷、換気量に応じ

た設備を選定してください。 

 

②の判断基準 

 空気調和設備を新設・更新する場合には、次に掲げる措置等を講じて、熱負荷の

低減及びエネルギーの効率的利用を図っている場合、「適合」と判断します。 

 

ア 可能な限り空気調和を施す区画ごとに個別制御ができるものを採用するこ

と。 

イ 効率の高い熱源設備を使ったヒートポンプシステム、ガス冷暖房システム等

を採用すること。 

 ウ 熱搬送設備の風道や配管等の経路の短縮を行うとともに、断熱等に配慮した

エネルギーの損失の少ない設備を採用すること。 

 エ 負荷の変動が予想される空気調和設備の熱源設備、熱搬送設備は、適切な台

数分割、台数制御及び回転数制御、部分負荷運転時に効率の高い機器又は蓄熱
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システム等の効率の高い運転が可能となるシステムを採用すること。また、熱

搬送設備については、変揚程制御を採用すること。 

 オ 空気調和設備を負荷変動の大きい状態で使用する場合には、負荷に応じた運

転制御を行うことができるようにするため、回転数制御装置等による変風量シ

ステム及び変流量システムを採用すること。 

 カ 空気調和を行う部分の壁、屋根については、厚さの増加、断熱性の高い材料

の利用、断熱の二重化等により、空気調和を行う部分の断熱性の向上を検討す

ること。また、窓については、断熱及び日射遮へいのために、フィルム、ブラ

インド、熱線反射ガラス又は複層ガラス等による対策を実施すること。 

 キ 全熱交換器の採用により、夏期や冬期の外気導入に伴う冷暖房負荷を軽減す

ること。また、中間期や冬期に冷房が必要な場合には、外気冷房制御を採用す

ること。その際、加湿を行う場合には、水加湿方式の採用により冷房負荷を軽

減すること。 

 ク 蓄熱システム及び地域冷暖房システムより熱を受ける熱搬送設備の揚程が大

きい場合には、熱交換器を採用し揚程の低減を行うこと。 

 ケ エアコンディショナーの室外機の設置場所や設置方法については、日射や通

風状況、集積する場合の通風状態等を考慮し決定すること。 

 コ 空気調和を施す区画ごとの温度、湿度その他の空気の状態の把握及び空気調

和の効率の改善に必要な事項の計測に必要な機器、センサー等を設置するとと

もに、ビルエネルギー管理システム（以下「ＢＥＭＳ」という。）等の採用に

より、適切な空気調和の制御、運転分析を実施すること。 

 

③の判断基準 

特定エネルギー消費機器に該当する空気調和設備、換気設備に係る機器を新設・

更新する場合には、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基

準に規定する基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用してください。 

 

④の判断基準 

 換気設備を新設・更新する場合には、次に掲げる措置等を講じて、エネルギーの

効率的利用を図っている場合、「適合」と判断します。 

 

ア 換気の負荷変動に対しては、適切な制御方式を採用すること。 

イ 風道等の経路の短縮や断熱等に配慮したエネルギーの損失の少ない設備を採

用すること。 
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事務所等（工場以外）における設備の導入 

３３．ボイラー設備、給湯設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①ボイラー設備、給湯設備を新設・更新する場合には、必要な負荷に応じた設備を選

定すること。 

②ボイラー設備からの廃ガス温度が工場等省エネ基準別表第２(A)に掲げる廃ガス温

度を超過する場合には、廃熱利用の措置を講じること。また、蒸気ドレンの廃熱が

有効利用できる場合には、回収利用の措置を講じること。 

③ボイラー設備を新設・更新する場合には、エネルギーの効率的利用を実施するこ

と。 

④負荷の変動が予想されるボイラー設備については、適切な台数分割を行い、台数制

御により効率の高い運転が可能となるシステムを採用すること。 

⑤給湯設備を新設・更新する場合には、エネルギーの効率的利用を実施すること。 

⑥特定エネルギー消費機器に該当するボイラー設備、給湯設備に係る機器を新設・更

新する場合には、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準

に規定する基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であってボイラー設備、給湯設備を新設・更新する場合 

※工場の場合、ボイラー設備、給湯設備を新設・更新しない場合は、「非該当」

としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①から⑥までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

 ボイラー設備、給湯設備を新設・更新する場合には、必要な負荷に応じた設備を選

定してください。 

 

②の判断基準 

 ボイラー設備からの廃ガス温度が工場等省エネ基準に掲げる廃ガス温度を超過す

る場合には、廃熱利用の措置を講じてください。 

また、蒸気ドレンの廃熱が有効利用できる場合には、回収利用の措置を講じてい

る場合、「適合」と判断します。 
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○工場等省エネ基準（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③の判断基準 

ボイラー設備を新設・更新する場合には、次に掲げる事項等の措置を講じること

により、エネルギーの効率的利用を図っている場合、「適合」と判断します。 

 

ア エコノマイザー等を搭載した高効率なボイラー設備を採用すること。 

イ 配管経路の短縮、配管の断熱等に配慮したエネルギーの損失の少ない設備を

採用すること。 

 

④の判断基準 

 負荷の変動が予想されるボイラー設備については、適切な台数分割を行い、台数

制御により効率の高い運転が可能となるシステムを採用している場合、「適合」と

判断します。 

 

⑤の判断基準 

 給湯設備を新設・更新する場合には、次に掲げる事項等の措置を講じることによ

り、エネルギーの効率的利用を図っている場合、「適合」と判断します。 

 

 ア 給湯負荷の変化に応じた運用が可能なものを採用すること。 

 イ 使用量の少ない給湯箇所については、局所式を採用すること。 

 ウ ヒートポンプシステム、潜熱回収方式の熱源設備を採用すること。 

 エ 配管経路の短縮、配管の断熱等に配慮したエネルギー損失の少ない設備を採用

すること。 
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⑥の判断基準 

 特定エネルギー消費機器に該当するボイラー設備、給湯設備に係る機器を新設・

更新する場合には、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基

準に規定する基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用してください。 
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事務所等（工場以外）における設備の導入 

３４．照明設備、昇降機、動力設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①照明設備、昇降機を新設・更新する場合には、必要な照度、輸送量に応じた設備を

選定すること。 

②照明設備を新設・更新する場合には、エネルギーの効率的利用を実施すること。 

③特定エネルギー消費機器に該当する照明設備に係る機器を新設・更新する場合に

は、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準に規定する基

準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用すること。 

④昇降機を新設・更新する場合には、エネルギーの利用効率の高い制御方式、駆動方

式の昇降機を採用する等の措置を講じることにより、エネルギーの効率的利用を実

施すること。 

⑤電動機が組み込まれた動力設備を新設・更新する場合には、当該設備の用途に適し

た種類のエネルギー効率の高い電動機を選定すること。 

⑥特定エネルギー消費機器に該当する交流電動機又は当該機器が組み込まれた電動力

応用設備を新設・更新する場合には、当該機器に関する性能の向上に関する製造事

業者等の判断の基準に規定する基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用す

ること。なお、特定エネルギー消費機器に該当しない交流電動機（籠形三相誘導電

動機に限る。）又は当該機器が組み込まれた電動力応用設備を新設・更新する場合

には、日本産業規格Ｃ4212（高効率低圧三相かご形誘導電動機）に規定する効率

値以上の効率のものを採用すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であって照明設備、昇降機、動力設備を新設・更新する場合 

※工場の場合、照明設備、昇降機、動力設備を新設・更新しない場合は、「非該

当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①から⑥までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

照明設備、昇降機を新設・更新する場合には、必要な照度、輸送量に応じた設備

を選定してください。 

 

②の判断基準 

 照明設備を新設・更新する場合には、次に掲げる事項等の措置を講じることによ

り、エネルギーの効率的利用を図っている場合、「適合」と判断します。 

 

 ア ＬＥＤ（発光ダイオード）照明器具等の省エネルギー型設備を採用するこ

と。 

 イ 清掃、光源の交換等の保守が容易な照明器具を選択するとともに、その設置

場所、設置方法等についても保守性を考慮して設置すること。 

 ウ 照明器具の選択については、光源の発光効率だけでなく、点灯回路や照明器

具の効率及び被照明場所への照射効率も含めた総合的な照明効率が高いものを
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採用すること。 

 エ 昼光を使用することができる場所の照明設備の回路については、他の照明設

備と別回路にすること。 

 オ 不必要な場所及び時間帯の消灯又は減光のため、人体感知装置の設置、計時

装置（タイマー）の利用又は保安設備との連動等の措置を講じること。 

 

③の判断基準 

 特定エネルギー消費機器に該当する照明設備に係る機器を新設・更新する場合に

は、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準に規定する基

準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用してください。 

 

④の判断基準 

 昇降機を新設・更新する場合には、エネルギーの利用効率の高い制御方式、駆動

方式の昇降機を採用する等の措置を講じ、エネルギーの効率的利用を実施してくだ

さい。 

 

⑤の判断基準 

 電動機が組み込まれた動力設備を新設・更新する場合には、当該設備の用途に適し

た種類のエネルギー効率の高い電動機を選定してください。 

 

⑥の判断基準 

 特定エネルギー消費機器に該当する交流電動機又は当該機器が組み込まれた電動

力応用設備を新設・更新する場合には、当該機器に関する性能の向上に関する製造

事業者等の判断の基準に規定する基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用

してください。 

なお、特定エネルギー消費機器に該当しない交流電動機又は当該機器が組み込ま

れた電動力応用設備を新設・更新する場合には、日本産業規格Ｃ4212 に規定する

効率値以上の効率のものを採用してください。 
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事務所等（工場以外）における設備の導入 

３５．受変電設備、BEMSの導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①受変電設備を新設・更新する場合には、エネルギー損失の少ない機器を採用すると

ともに、電力の需要実績と将来の動向について十分な検討を行い、受変電設備の配

置、配電圧、設備容量を決定すること。 

②特定エネルギー消費機器に該当する受変電設備に係る機器を新設・更新する場合に

は、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準に規定する基

準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用すること。 

③ＢＥＭＳの採用により、電気及び燃料を使用する設備や空気調和設備等を総合的に

管理し評価すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であって受変電設備、BEMSを新設・更新する場合 

※工場の場合、受変電設備、BEMS を新設・更新しない場合は、「非該当」とし

てください。 

実施済み 

の判断基準 

①から③までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

 受変電設備を新設・更新する場合には、エネルギー損失の少ない機器を採用すると

ともに、電力の需要実績と将来の動向について十分な検討を行い、受変電設備の配

置、配電圧、設備容量を決定してください。 

 

②の判断基準 

特定エネルギー消費機器に該当する受変電設備に係る機器を新設・更新する場合

には、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準に規定する

基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用してください。 

 

③の判断基準 

 ＢＥＭＳの採用により、電気及び燃料を使用する設備や空気調和設備等を総合的

に管理し評価してください。 

 ＢＥＭＳの導入がない場合、③の基準は適用しません。 
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事務所等（工場以外）における設備の導入 

３６．発電専用設備、コージェネレーション設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①発電専用設備を新設する場合には、電力の需要実績と将来の動向について十分検討

を行い、適正規模の設備容量のものを採用すること。 

②発電専用設備を新設する場合には、国内の火力発電専用設備の平均的な受電端発電

効率と比較し、年間で著しくこれを下回らないものを採用すること。 

③コージェネレーション設備を新設・更新する場合には、熱及び電力の需要実績と将

来の動向について十分な検討を行い、年間を総合して廃熱及び電力の十分な利用が

可能であることを確認し、適正な種類及び規模のコージェネレーション設備の設置

を行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であって発電専用設備を新設する場合、コージェネレーション設備を新

設・更新する場合 

※工場の場合、発電専用設備を新設しない場合、コージェネレーション設備を新

設・更新しない場合は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①から③までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

 発電専用設備を新設する場合には、電力の需要実績と将来の動向について十分検討

を行い、適正規模の設備容量のものを採用してください。 

 

②の判断基準 

発電専用設備を新設する場合には、国内の火力発電専用設備の平均的な受電端発

電効率と比較し、年間で著しくこれを下回らないものを採用してください。 

 

③の判断基準 

 コージェネレーション設備を新設・更新する場合には、熱及び電力の需要実績と

将来の動向について十分な検討を行い、年間を総合して廃熱及び電力の十分な利用

が可能であることを確認し、適正な種類及び規模のコージェネレーション設備を設

置してください。 
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事務所等（工場以外）における設備の導入 

３７．事務用機器の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①缶・ボトル飲料自動販売機を新設・更新する場合には、センサーやタイマーの活用

により、夜間、休日等の販売しない時間帯の運転停止、照明の自動点消灯等の利用

状況に応じた効率的な運転を行うこと。 

②特定エネルギー消費機器に該当する事務用機器、民生用機器を新設・更新する場合

には、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準に規定する

基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であって事務用機器を新設・更新する場合 

※工場の場合、事務用機器を新設・更新しない場合は、「非該当」としてくださ

い。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

 缶・ボトル飲料自動販売機を新設・更新する場合には、センサーやタイマーの活用

により、夜間、休日等の販売しない時間帯の運転停止、照明の自動点消灯等の利用状

況に応じた効率的な運転をしてください。 

 

②の判断基準 

特定エネルギー消費機器に該当する事務用機器、民生用機器を新設・更新する場

合には、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準に規定す

る基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用してください。 
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事務所等（工場以外）における設備の導入 

３８．業務用機器の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①業務用機器を新設・更新する場合には、エネルギー効率の高い機器を選定するこ

と。 

②熱を発生する業務用機器を新設・更新する場合には、空調区画の限定や外気量の制

限等により空気調和の負荷を増大させないようにすること。また、ダクトの使用や

装置に熱媒体を還流させるなどをして空気調和区画外に直接熱を排出し、空気調和

の負荷を増大させないようにすること。 

③特定エネルギー消費機器に該当する業務用機器を新設・更新する場合には、当該機

器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準に規定する基準エネルギ

ー消費効率以上の効率のものを採用すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

事務所等であって業務用機器を新設・更新する場合 

※工場の場合、業務用機器を新設・更新しない場合は、「非該当」としてくださ

い。 

実施済み 

の判断基準 

①から③までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

業務用機器を新設・更新する場合には、エネルギー効率の高い機器を選定してく

ださい。 

 

②の判断基準 

熱を発生する業務用機器を新設・更新する場合には、空調区画の限定や外気量の

制限等により空気調和の負荷を増大させないようにしてください。 

また、ダクトの使用や装置に熱媒体を還流させるなどをして空気調和区画外に直

接熱を排出し、空気調和の負荷を増大させないようにしている場合、「適合」と判

断します。 

 

③の判断基準 

 特定エネルギー消費機器に該当する業務用機器を新設・更新する場合には、当該

機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準に規定する基準エネル

ギー消費効率以上の効率のものを採用してください。 
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工場における設備の導入 

３９．燃焼設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①燃焼設備を新設・更新する場合には、必要な負荷に応じた設備を選定すること。 

②燃焼設備を新設・更新する場合には、バーナー等の燃焼機器は、燃焼設備及び燃料

の種類に適合し、かつ、負荷及び燃焼状態の変動に応じて燃料の供給量及び空気比

を調整できるものを採用すること。 

③燃焼設備を新設・更新する場合には、通風装置は、通風量及び燃焼室内の圧力を調

整できるものを採用すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって燃焼設備を新設・更新する場合 

※事務所等の場合、燃焼設備を新設・更新しない場合は、「非該当」としてくだ

さい。 

実施済み 

の判断基準 

①から③までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

燃焼設備を新設・更新する場合には、必要な負荷に応じた設備を選定してくださ

い。 

 

②の判断基準 

 燃焼設備を新設・更新する場合には、バーナー等の燃焼機器は、燃焼設備及び燃

料の種類に適合し、かつ、負荷及び燃焼状態の変動に応じて燃料の供給量及び空気

比を調整できるものを採用してください。 

 

③の判断基準 

燃焼設備を新設・更新する場合には、通風装置は、通風量及び燃焼室内の圧力を

調整できるものを採用してください。 
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工場における設備の導入 

４０．加熱設備等の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①加熱等を行う設備を新設・更新する場合には、必要な負荷に応じた設備を選定する

こと。 

②加熱等を行う設備を新設・更新する場合には、エネルギーの効率的利用を実施する

こと。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって加熱設備等を新設・更新する場合 

※事務所等の場合、加熱設備等を新設・更新しない場合は、「非該当」としてく

ださい。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

加熱等を行う設備を新設・更新する場合には、必要な負荷に応じた設備を選定し

てください。 

 

②の判断基準 

加熱等を行う設備を新設・更新する場合には、次に掲げる事項等の措置を講じる

ことにより、エネルギーの効率的利用を図っている場合、「適合」と判断します。 

 

ア 熱交換に係る部分には、熱伝導率の高い材料を用いること。 

イ 熱交換器の増設及び配列の適正化により、総合的な熱効率の向上を図るこ

と。 

ウ 工業炉の炉内壁面等については、その性状及び形状を改善することにより、

放射率の向上を図ること。 

エ 加熱等を行う設備については、その性状及び形状を改善することにより、伝

熱性の向上を図ること。 

オ 工業炉の炉体、架台及び治具、被加熱物を搬入するための台車等は、熱容量

の低減を図ること。 

カ 直火バーナー、液中燃焼等により被加熱物を直接加熱することが可能な場合

には、直接加熱を行うこと。 

キ 蒸留塔については、運転圧力の適正化、段数の多段化等による還流比の低

減、蒸気の再圧縮、多重効用化等を採用すること。 

ク 加熱等を行う設備の制御方法等の改善により、熱の有効利用を図ること。 

ケ 被加熱材の水分の事前除去、予熱、予備粉砕等の事前処理によりエネルギー

の使用の合理化が図れる場合には、適切な予備処理を実施すること。 

コ ボイラー、冷凍機、ヒートポンプ等の熱利用設備を設置する場合には、小型

化し分散配置すること又は蓄熱設備を設けることによりエネルギーの使用の合

理化が図れるときは、その方法を採用すること。 

サ ボイラー、ヒートポンプ、工業炉並びに蒸気、温水等の熱媒体を用いる加熱

設備及び乾燥設備等の設置については、使用する温度レベル等を勘案し熱効率
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の高い設備を採用するとともに、その特性、種類を勘案し、設備の運転特性及

び稼動状況に応じて、所要動力に見合った容量のものを採用すること。 
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工場における設備の導入 

４１．空気調和設備、給湯設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①空気調和設備、給湯設備を新設・更新する場合には、必要な負荷に応じた設備を選

定すること。 

②空気調和設備を新設・更新する場合には、エネルギーの効率的利用を実施するこ

と。 

③給湯設備を新設・更新する場合には、エネルギーの効率的利用のための措置を実施

すること。 

④特定エネルギー消費機器に該当する空気調和設備、給湯設備に係る機器を新設・更

新する場合には、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準

に規定する基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって空気調和設備、給湯設備を新設・更新する場合 

※事務所等の場合、空気調和設備、給湯設備を新設・更新しない場合は、「非該

当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①から④までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

空気調和設備、給湯設備を新設・更新する場合には、必要な負荷に応じた設備を

選定してください。 

 

②の判断基準 

 空気調和設備を新設・更新する場合には、次に掲げる事項等の措置を講じること

により、エネルギーの効率的利用を図っている場合、「適合」と判断します。 

 

ア 熱需要の変化に対応できる容量のものとし、可能な限り空気調和を施す区画

ごとに個別制御ができるものを採用すること。 

イ 効率の高い熱源設備を使ったヒートポンプシステム、ガス冷暖房システム等

を採用すること。 

 ウ 負荷の変動が予想される空気調和設備の熱源設備、熱搬送設備は、適切な台

数分割、台数制御及び回転数制御、部分負荷運転時に効率の高い機器又は蓄熱

システム等の効率の高い運転が可能となるシステムを採用すること。また、熱

搬送設備については、変揚程制御を採用すること。 

 エ 空気調和設備を負荷変動の大きい状態で使用する場合には、負荷に応じた運

転制御を行うことができるようにするため、回転数制御装置等による変風量シ

ステム及び変流量システムを採用すること。 

 オ 空気調和を行う部分の壁、屋根については、厚さの増加、断熱性の高い材料

の利用、断熱の二重化等により、空気調和を行う部分の断熱性の向上を検討す

ること。また、窓については、断熱及び日射遮へいのために、フィルム、ブラ

インド又は複層ガラス等による対策を実施すること。 

 カ 配管及びダクトについては、断熱性の高い材料の利用等により、断熱性の向
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上を図ること。 

 キ 全熱交換器を採用することにより、夏期や冬期の外気導入に伴う冷暖房負荷

を軽減すること。また、中間期や冬期に冷房が必要な場合には、外気冷房制御

を採用すること。その際、加湿を行う場合には、水加湿方式を採用することに

より、冷房負荷を軽減すること。 

 ク 熱を発生する生産設備等が設置されている場合には、ダクトの使用や熱媒体

を還流させるなどにより空気調和区画外に直接熱を排出し、空気調和の負荷を

増大させないようにすること。 

 ケ 作業場全域の空気調和を行うことが不要な場合には、作業者の近傍のみに局

所空気調和を行う、あるいは放射暖房などにより空気調和に要する負荷を低減

すること。また、空気調和を行う容積等を極小化すること。 

 コ 建屋に隙間が多い場合や開口部がある場合には、可能な限り閉鎖し空気調和

に要する負荷を低減すること。 

 サ エアコンディショナーの室外機の設置場所や設置方法については、日射や通

風状況、集積する場合の通風状態等を考慮し決定すること。 

 シ 空気調和を施す区画ごとの温度、湿度その他の空気の状態の把握及び空気調

和効率の改善に必要な事項の計測に必要な計量器、センサー等を設置するとと

もに、工場エネルギー管理システム（以下「ＦＥＭＳ」という。）等のシステ

ムの採用により、適切な空気調和の制御、運転分析を実施すること。 

 

③の判断基準 

給湯設備を新設・更新する場合には、次に掲げる事項等の措置を講じることによ

り、エネルギーの効率的利用を図っている場合、「適合」と判断します。 

 

ア 給湯負荷の変化に応じた運用が可能なものを採用すること。 

イ 使用量の少ない給湯箇所は局所式にする等の措置を講じること。 

ウ ヒートポンプシステム、潜熱回収方式の熱源設備を採用すること。 

 

④の判断基準 

 特定エネルギー消費機器に該当する空気調和設備、給湯設備に係る機器を新設・

更新する場合には、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基

準に規定する基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用してください。 
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工場における設備の導入 

４２．廃熱回収設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①廃熱を排出する設備から廃熱回収設備に廃熱を輸送する煙道、管等を新設・更新す

る場合には、空気の侵入の防止、断熱の強化その他の廃熱の温度を高く維持するた

めの措置を講じること。 

②廃熱回収設備を新設・更新する場合には、廃熱の排出状況等を調査するとともに、

廃熱回収率を高めるため、伝熱面の性状及び形状の改善、伝熱面積の増加等の措置

を講じること。また、蓄熱設備やヒートポンプ等の採用等により、廃熱利用が可能

となる場合にはこれらを採用すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって廃熱回収設備を新設・更新する場合 

※事務所等の場合、廃熱回収設備を新設・更新しない場合は、「非該当」として

ください。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

廃熱を排出する設備から廃熱回収設備に廃熱を輸送する煙道、管等を新設・更新

する場合には、空気の侵入の防止、断熱の強化その他の廃熱の温度を高く維持する

ための措置を講じている場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

廃熱回収設備を新設・更新する場合には、廃熱の排出状況等を調査するととも

に、廃熱回収率を高めるため、伝熱面の性状及び形状の改善、伝熱面積の増加等の

措置を講じてください。 

また、蓄熱設備やヒートポンプ等の採用等により、廃熱利用が可能となる場合に

はこれらを採用している場合、「適合」と判断します。 

なお、廃熱回収設備がボイラーに付随する設備等の場合、②の基準は適用しませ

ん。 

 

  



60 

 

工場における設備の導入 

４３．蒸気駆動の動力設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①蒸気を減圧して使用している場合や余剰蒸気を回収する場合には、蒸気を動力源と

するポンプやコンプレッサー等への利用を図ること。 

②蒸気駆動の動力設備については、蒸気の使用状態を把握するとともに、電動力応用

設備と比較検討して採用すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって蒸気駆動の動力設備を新設・更新する場合 

※事務所等の場合、蒸気駆動の動力設備を新設・更新しない場合は、「非該当」

としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

蒸気を減圧して使用している場合や余剰蒸気を回収する場合には、蒸気を動力源

とするポンプやコンプレッサー等への利用を図っている場合、「適合」と判断しま

す。 

 

②の判断基準 

蒸気駆動の動力設備については、蒸気の使用状態を把握するとともに、電動力応

用設備と比較検討して採用してください。 
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工場における設備の導入 

４４．発電専用設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①発電専用設備を新設する場合には、電力の需要実績と将来の動向について十分検討

を行い、適正規模の設備容量のものを採用すること。 

②発電専用設備を新設する場合には、国内の火力発電専用設備の平均的な受電端発電

効率と比較し、年間で著しくこれを下回らないものを採用すること。この際、電力

供給業（電気事業法第２条第１項第 14 号に定める発電事業のうち、エネルギーの

使用の合理化等に関する法律第２条第１項の電気を発電する事業の用に供する火力

発電設備を設置して発電を行う事業）に使用する発電専用設備を新設する場合に

は、工場等省エネ基準別表第２の２に掲げる発電効率以上のものを採用すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって発電専用設備を新設・更新する場合 

※事務所等の場合、発電専用設備を新設・更新しない場合は、「非該当」として

ください。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

発電専用設備を新設する場合には、電力の需要実績と将来の動向について十分検

討を行い、適正規模の設備容量のものを採用してください。 

 

②の判断基準 

発電専用設備を新設する場合には、国内の火力発電専用設備の平均的な受電端発

電効率と比較し、年間で著しくこれを下回らないものを採用してください。 

この際、電力供給業に使用する発電専用設備を新設する場合には、工場等省エネ

基準に掲げる発電効率以上のものを採用してください。 

 

○工場等省エネ基準（抜粋） 
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工場における設備の導入 

４５．コージェネレーション設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

コージェネレーション設備を新設・更新する場合には、熱及び電力の需要実績と将

来の動向について十分な検討を行い、年間を総合して廃熱及び電力の十分な利用が可

能であることを確認し、適正な種類及び規模のコージェネレーション設備の設置を行

うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であってコージェネレーション設備を新設・更新する場合 

※事務所等の場合、コージェネレーション設備を新設・更新しない場合は、「非

該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

コージェネレーション設備を新設・更新する場合には、熱及び電力の需要実績と

将来の動向について十分な検討を行い、年間を総合して廃熱及び電力の十分な利用

が可能であることを確認し、適正な種類及び規模のコージェネレーション設備の設

置をしている場合、「実施済」と判断します。 

 

  



63 

 

工場における設備の導入 

４６．熱利用設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①熱利用設備を新設・更新する場合には、断熱材の厚さの増加、断熱性の高い材料の

利用、断熱の二重化等により断熱性を向上させること。また、耐火断熱材を使用す

る場合には、十分な耐火断熱性能を有する耐火断熱材を使用すること。 

②熱利用設備を新設・更新する場合には、熱利用設備の開口部については、開口部の

縮小又は密閉、二重扉の取付け、内部からの空気流等による遮断等により、放散及

び空気の流出入による熱の損失を防止すること。 

③熱利用設備を新設・更新する場合には、熱媒体を輸送する配管の経路の合理化、熱

源設備の分散化等により、放熱面積を低減すること。 

④熱利用設備の回転部分、継手部分等については、シールを行う等の熱媒体の漏えい

を防止するための措置を講じること。 

⑤開放型の蒸気使用設備、開放型の高温物質の搬送設備等については、おおいを設け

ることにより、放散又は熱媒体の拡散による熱の損失の低減を図ること。ただし、

搬送しながら空冷する必要がある場合は、この限りでない。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって熱利用設備を新設・更新する場合 

※事務所等の場合、熱利用設備を新設・更新しない場合は、「非該当」としてく

ださい。 

実施済み 

の判断基準 

①から⑤までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

熱利用設備を新設・更新する場合には、断熱材の厚さの増加、断熱性の高い材料

の利用、断熱の二重化等により断熱性の向上を図ってください。 

また、耐火断熱材を使用する場合には、十分な耐火断熱性能を有する耐火断熱材

を使用している場合、「適合」と判断します。 

 

②の判断基準 

 熱利用設備を新設・更新する場合には、熱利用設備の開口部については、開口部

の縮小又は密閉、二重扉の取付け、内部からの空気流等による遮断等により、放散

及び空気の流出入による熱の損失を防止してください。 

 

③の判断基準 

熱利用設備を新設・更新する場合には、熱媒体を輸送する配管の経路の合理化、

熱源設備の分散化等により、放熱面積を低減してください。 

 

④の判断基準 

 熱利用設備の回転部分、継手部分等については、シールを行う等の熱媒体の漏え

いを防止するための措置を講じてください。 
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⑤の判断基準 

 開放型の蒸気使用設備、開放型の高温物質の搬送設備等については、おおいを設

けることにより、放散又は熱媒体の拡散による熱の損失の低減を図ってください。 

ただし、搬送しながら空冷する必要がある場合は、この限りではありません。 
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工場における設備の導入 

４７．熱利用設備の断熱 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①熱利用設備の断熱化の工事は、日本産業規格Ａ9501（保温保冷工事施工標準）及

びこれに準ずる規格に規定するところにより行うこと。 

②工業炉を新たに炉床から建設するときは、工場等省エネ基準別表第３(Ａ)に掲げる

炉壁外面温度の値（間欠式操業炉又は１日の操業時間が 12 時間を超えない工業炉

のうち、炉内温度が 500℃以上のものについては、工場等省エネ基準別表第３(Ａ)

に掲げる炉壁外面温度の値又は炉壁内面の面積の 70 パーセント以上の部分をかさ

密度の加重平均値 1.0 以下の断熱物質によって構成すること。）を基準として、炉

壁の断熱性を向上させるように断熱化の措置を講じること。また、既存の工業炉に

ついても施工上可能な場合には、工場等省エネ基準別表第３(Ａ)に掲げる炉壁外面

温度の値を基準として断熱化の措置を講じること。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって熱利用設備の断熱化の工事をする場合 

※事務所等の場合、熱利用設備の断熱化の工事をしない場合は、「非該当」とし

てください。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

熱利用設備の断熱化の工事は、日本産業規格Ａ9501及びこれに準ずる規格に規

定するところにより行ってください。 

 

②の判断基準 

 工業炉を新たに炉床から建設するときは、工場等省エネ基準に掲げる炉壁外面温

度の値を基準として、炉壁の断熱性を向上させるように断熱化の措置を講じてくだ

さい。 

また、既存の工業炉についても施工上可能な場合には、工場等省エネ基準に掲げ

る炉壁外面温度の値を基準として断熱化の措置を講じてください。 

 熱利用設備が工業炉でない場合、②の基準は適用しません。 

 

○工場等省エネ基準（抜粋） 
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工場における設備の導入 

４８．受変電設備及び配電設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①受変電設備及び配電設備を新設・更新する場合には、電力の需要実績と将来の動向

について十分な検討を行い、受変電設備の配置、配電圧、設備容量を決定するこ

と。 

②特定エネルギー消費機器に該当する受変電設備に係る機器を新設・更新する場合に

は、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準に規定する基

準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって受変電設備及び配電設備を新設・更新する場合 

※事務所等の場合、受変電設備及び配電設備を新設・更新しない場合は、「非該

当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

受変電設備及び配電設備を新設・更新する場合には、電力の需要実績と将来の動

向について十分な検討を行い、受変電設備の配置、配電圧、設備容量を決定してく

ださい。 

 

②の判断基準 

 特定エネルギー消費機器に該当する受変電設備に係る機器を新設・更新する場合

には、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等の判断の基準に規定する

基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用してください。 
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工場における設備の導入 

４９．電動力応用設備、電気加熱設備等の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①電動力応用設備、電気加熱設備等を新設・更新する場合には、必要な負荷に応じた

設備を選定し、エネルギーの効率的利用を実施すること。 

②電動力応用設備については、常時負荷変動の大きい状態で使用することが想定され

るような設備を新設・更新する場合には、負荷変動に対して稼動状態を調整しやす

い設備構成のものを採用すること。 

③電動機については、その特性、種類を勘案し、負荷機械の運転特性及び稼動状況に

応じて所要出力に見合った容量のものを配置すること。 

④電気加熱設備については、燃料の燃焼による加熱、蒸気等による加熱及び電気によ

る加熱の特徴を比較検討して採用すること。また、温度レベルにより適切な加熱方

式を採用すること。 

⑤エアーコンプレッサーの設置にあたり、小型化し、分散配置することによりエネル

ギーの使用の合理化が図れる場合には、その方法を採用すること。また、圧力の低

いエアーの用途には、減圧弁等による減圧はせず、低圧用のブロワー又はファンを

利用すること。 

⑥缶・ボトル飲料自動販売機を設置する場合には、センサーやタイマー等の活用によ

り、夜間、休日等の販売しない時間帯の運転停止、照明自動点消灯等の利用状況に

応じた効率的な運転を行うこと。 

⑦特定エネルギー消費機器に該当する交流電動機又は当該機器が組み込まれた電動力

応用設備を新設・更新する場合には、当該機器に関する性能の向上に関する製造事

業者等の判断の基準に規定する基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用す

ること。なお、特定エネルギー消費機器に該当しない交流電動機（籠形三相誘導電

動機に限る。）又は当該機器が組み込まれた電動力応用設備を新設・更新する場合

には、日本産業規格Ｃ4212（高効率低圧三相かご形誘導電動機）に規定する効率

値以上の効率のものを採用すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって電動力応用設備、電気加熱設備等を新設・更新する場合 

※事務所等の場合、電動力応用設備、電気加熱設備等を新設・更新しない場合

は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①から⑦までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

電動力応用設備、電気加熱設備等を新設・更新する場合には、必要な負荷に応じ

た設備を選定し、エネルギーの効率的利用を実施してください。 

 

②の判断基準 

 電動力応用設備については、常時負荷変動の大きい状態で使用することが想定さ

れるような設備を新設・更新する場合には、負荷変動に対して稼動状態を調整しや

すい設備構成のものを採用してください。 
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③の判断基準 

電動機については、その特性、種類を勘案し、負荷機械の運転特性及び稼動状況

に応じて所要出力に見合った容量のものを配置してください。 

 

④の判断基準 

電気加熱設備については、燃料の燃焼による加熱、蒸気等による加熱及び電気に

よる加熱の特徴を比較検討して採用してください。 

また、温度レベルにより適切な加熱方式を採用している場合、「適合」と判断し

ます。 

 

⑤の判断基準 

 エアーコンプレッサーの設置にあたり、小型化し、分散配置することによりエネ

ルギーの使用の合理化が図れる場合には、その方法を採用してください。 

また、圧力の低いエアーの用途には、減圧弁等による減圧はせず、低圧用のブロ

ワー又はファンを利用している場合、「適合」と判断します。 

 

⑥の判断基準 

 缶・ボトル飲料自動販売機を設置する場合には、センサーやタイマー等の活用に

より、夜間、休日等の販売しない時間帯の運転停止、照明自動点消灯等の利用状況

に応じた効率的な運転を行ってください。 

 

⑦の判断基準 

 特定エネルギー消費機器に該当する交流電動機又は当該機器が組み込まれた電動

力応用設備を新設・更新する場合には、当該機器に関する性能の向上に関する製造

事業者等の判断の基準に規定する基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用

してください。 

なお、特定エネルギー消費機器に該当しない交流電動機又は当該機器が組み込ま

れた電動力応用設備を新設・更新する場合には、日本産業規格Ｃ4212 に規定する

効率値以上の効率のものを採用している場合、「適合」と判断します。 
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工場における設備の導入 

５０．照明設備、昇降機、事務用機器、民生用機器の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①照明設備、昇降機を新設・更新する場合には、必要な照度、輸送量に応じた設備を

選定すること。 

②照明設備を新設・更新する場合には、エネルギーの効率的利用を実施すること。 

③昇降機を新設・更新する場合には、エネルギーの利用効率の高い制御方式、駆動方

式の昇降機を採用する等の措置を講じることにより、エネルギーの効率的利用を実

施すること。 

④特定エネルギー消費機器に該当する照明設備に係る機器、事務用機器及び民生用機

器を新設・更新する場合には、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者等

の判断の基準に規定する基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用するこ

と。 

該当がある場合 

の判断基準 

工場であって照明設備、昇降機、事務用機器、民生用機器を新設・更新する場合 

※事務所等の場合、照明設備、昇降機、事務用機器、民生用機器を新設・更新し

ない場合は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①から④までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

照明設備、昇降機を新設・更新する場合には、必要な照度、輸送量に応じた設備

を選定してください。 

 

②の判断基準 

 照明設備を新設・更新する場合には、次に掲げる事項等の措置を講じることによ

り、エネルギーの効率的利用を実施している場合、「適合」と判断します。 

 

 ア ＬＥＤ（発光ダイオード）照明器具等の省エネルギー型設備を採用するこ

と。 

 イ 清掃、光源の交換等の保守が容易な照明器具を選択するとともに、その設置

場所、設置方法等についても保守性を考慮して設置すること。 

 ウ 照明器具については、光源の発光効率だけでなく、点灯回路や照明器具の効

率及び被照明場所への照射効率も含めた総合的な照明効率の高いものを採用す

ること。 

 エ 昼光を使用することができる場所の照明設備の回路については、他の照明設

備と別回路にすること。 

 オ 不必要な場所及び時間帯の消灯又は減光のため、人体感知装置の設置、計時

装置（タイマー）の利用又は保安設備との連動等の措置を講じること。 

 

 

 



70 

③の判断基準 

昇降機を新設・更新する場合には、エネルギーの利用効率の高い制御方式、駆動

方式の昇降機を採用する等の措置を講じることにより、エネルギーの効率的利用を

実施してください。 

 

④の判断基準 

特定エネルギー消費機器に該当する照明設備に係る機器、事務用機器及び民生用

機器を新設・更新する場合には、当該機器に関する性能の向上に関する製造事業者

等の判断の基準に規定する基準エネルギー消費効率以上の効率のものを採用してく

ださい。 
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その他の対策 
 

５１．計画書等の提出 

該当がある場合 

措置の判断基準 

岐阜県地球温暖化防止及び気候変動適応基本条例第 13 条第 2 項及び第 14 条第 1

項に基づき温室効果ガス排出削減計画書及び温室効果ガス排出削減計画実績報告書を

適切に作成し提出すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

中小排出事業者の場合 

※特定事業者は「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

温室効果ガス排出削減計画書及び温室効果ガス排出削減計画実績報告書を適切に

作成し提出することが必要です。 

なお、岐阜県地球温暖化防止及び気候変動適応基本条例第 13条第１項に基づき

温室効果ガス排出削減計画書を提出する義務のある特定事業者については、評価項

目としません。 
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５２．その他の取組み 

該当がある場合 

措置の判断基準 その他、温暖化対策に取り組んでいること。 

該当がある場合 

の判断基準 
その他の取組みがある場合 

実施済み 

の判断基準 

岐阜県事業活動環境配慮指針で定める「計画的に取り組むべき措置」の項目の

内、実施済み又は実施予定の項目がある場合２項目まで、また、それ以外に事業者

独自の取組みがある場合２項目まで、合計４項目まで評価します。 

なお、主たる業務以外での取組みについても評価の対象とします。 
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運輸部門の実施する措置 
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運用による対策 
 

１．推進体制の整備 

共通 

措置の判断基準 

①環境マネジメントシステム又はこれに準じたシステムの導入に努めるなどして、地

球温暖化対策を効果的に推進するために責任者の設置、マニュアルの作成及び社内

研修体制の整備を行うこと。 

②定期的に地球温暖化対策に関する研修、教育などを行うこと。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

○環境マネジメントシステムの導入 

ISO14001、エコアクション２１の他、これらに準じたシステムを導入している

ことが必要です。 

 

○責任者の設置 

責任者は温室効果ガス排出削減のための投資決定に、直接関わることができる者で

あることが必要です。（役員クラスを想定） 

 

○マニュアルの作成 

地球温暖化対策を推進するための以下の内容を盛り込んだマニュアルを作成するこ

とが必要です。 

・地球温暖化対策を推進するための方針 

・温室効果ガス排出削減実行組織である統括責任者、管理者、担当者の役割分担 

・地球温暖化対策を推進するための会議、研修の実施 

・目標削減率に対する目標管理の方法 

 

②の判断基準 

年 1回以上、地球温暖化対策に関する研修等を実施することが必要です。 
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２．エネルギーの使用に関するデータ管理 

共通 

措置の判断基準 
自動車毎の走行距離、燃料消費量等のデータを定期的に記録し、燃費管理を確実に

行うとともに、輸送物品に係る積載状況、輸送経路等を定期的に把握すること。 

実施済み 

の判断基準 

自動車毎に走行距離、燃料消費量等を記録し、燃費管理を行ってください。 

また、輸送物品の積載状況、輸送経路等を定期的に把握している場合、「実施済」

と判断します。 
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３．自動車の適正な維持管理 

共通 

措置の判断基準 

①日常の点検・整備に関するマニュアルの作成や従業員の教育等を通じ、車両の適正

な維持管理を行うこと。 

②日常の点検・整備については定期的にタイヤ空気圧の適正化、エアクリーナーの清

掃・交換及びエンジンオイルの交換などを行い、良好な整備状態を維持すること。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

日常点検マニュアル・整備マニュアルを作成のうえ、従業員教育の実施及び車両の

維持管理が必要です。 

 

②の判断基準 

 定期的にタイヤ空気圧の調整、エアクリーナーの清掃・交換及びエンジンオイルの

交換などを行い適正に整備することが必要です。 
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４．次世代自動車等の導入 

共通 

措置の判断基準 

ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動

車、クリーンディーゼル自動車、CNG トラックなど、化石燃料の使用をゼロまたは

大幅に減らして環境負荷を低減している自動車を導入していること。 

実施済み 

の判断基準 

ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自

動車、クリーンディーゼル自動車、CNGトラックなど、化石燃料の使用をゼロま

たは大幅に減らして環境負荷を低減している自動車導入することが必要です。 

なお、一部の車両（主たる業務以外の車両を含む※）で導入している場合も「実

施済」と判断します。 

 

例）営業用車両に電気自動車を導入した。 
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５．エコドライブの推進 

共通 

措置の判断基準 エコドライブを推進すること。 

実施済み 

の判断基準 

次に掲げる措置等を講じて、エコドライブを推進している場合、「実施済」と判

断します。 

 

① エコドライブについて運転者への周知を行うこと。 

② 会社内にエコドライブに係る管理責任者を設置すること、マニュアルを作成す

ること等を通じて、エコドライブの推進体制を整備すること。 

③ エコドライブの普及を目的とした講習会等に運転者及び当該管理責任者を参

加させることを通じて、エコドライブについての教育を実施すること。 

 ④ デジタル式運行記録計、エコドライブ管理システム（EMS）の活用等により

運転者別、車種別等のエネルギーの使用の管理を行うこと。 
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「脱炭素社会ぎふ」の実現に向けた対策 
 

６．再生可能エネルギー等の導入 

共通 

措置の判断基準 

使用するエネルギー種の石油から天然ガスや液化ガスへの転換、化石燃料由来のエ

ネルギーから電気や再生可能エネルギーへの転換などにより、より温室効果ガス排出

量の少ないエネルギーへの転換を図ること。 

実施済み 

の判断基準 

 石油から天然ガスや液化ガスへの転換、化石燃料由来のエネルギーから電気や再

生可能エネルギーへの転換など、より二酸化炭素排出量が小さい燃料へ転換するこ

とが必要です。 

 なお、設備の一部（車両以外の設備を含む）で対応している場合も「実施済」と

判断します。 

 

例）ディーゼル自動車を天然ガス自動車に切り替えた。 

  事務所に使用する電力の自家発電のため、太陽光パネルを設置した。 
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７．RE100 の取組み 

該当がある場合 

措置の判断基準 
自らの事業の使用電力を 100％再生可能エネルギーで賄うことを目指した取組み

を図ること。 

該当がある場合 

の判断基準 

RE100の取組みをしている場合 

※RE100の取組みをしていない場合は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

RE100とは、企業が自らの事業の使用電力を 100％再エネで賄うことを目指

す国際的なイニシアティブがあり、世界や日本の企業が参加しています。 

独自の取組みにより 100％再生可能エネルギーで電力を賄っている場合も、「実

施済」と判断します。 
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８．グリーン購入 

共通 

措置の判断基準 
事業活動に伴い物品を購入し、若しくは借り受け、又はサービスの提供を受ける場

合には、購入等の必要性を十分に考慮するとともに、環境物品等を選択すること。 

実施済み 

の判断基準 

グリーン購入の取組みを行っている場合、「実施済」と判断します。 

 

○環境省HP（抜粋） 
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９．３Rの推進 

共通 

措置の判断基準 
事業活動において、廃棄物の発生の抑制、再使用及び再生利用その他資源の有効利

用に努めること。 

実施済み 

の判断基準 

３Rを推進する取組みを行っている場合、「実施済」と判断します。 

 

 

 

参考 

従来の 3R の取組に加え、資源投入量・消費量を抑えつつ、ストックを有効活用

しながら、サービス化等を通じて付加価値を生み出し、資源・製品の価値の最大

化、資源消費の最小化、廃棄物の発生抑止等を目指す循環経済（サーキュラー・エ

コノミー）への移行を中長期的に進めていく必要性が高まっています。 

 

○環境省HPより 
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１０．高効率機器、先進設備の導入 

該当がある場合 

措置の判断基準 
環境省が認証する先導的な低炭素技術を有する設備・機器等を導入、又は資源エネ

ルギー庁が推進するエネルギー消費効率に優れた先進設備を導入すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

環境省又は資源エネルギー庁が認証・推進する高効率機器等を導入している場合 

※環境省又は資源エネルギー庁が認証・推進する高効率機器等を導入していない

場合は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

環境省又は資源エネルギー庁が認証・推進する高効率機器等を導入している場

合、「実施済」と判断します。 

 なお、主たる事業に使用する設備（トラック、バス、タクシー）以外の設備に導

入している場合※も可とします。 

 

例）事務所のエアコンに高効率機器を導入した。 
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トラックにおける対策 

 

トラックにおける対策 

１１．エネルギー消費性能が優れている輸送用機械器具の使用 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①蓄熱式暖房マット、蓄冷式ベッドルームクーラー、エアヒーター、スタンバイ装置

（原動機の停止時に車両外から電源を供給するための装置をいう。）等のエネルギ

ーの使用効率の優れた機械器具を導入すること。 

②低燃費タイヤ（走行中に損失するエネルギーが小さいタイヤをいう。）を導入する

こと。 

該当がある場合 

の判断基準 

貨物輸送事業者の場合 

※貨物輸送事業者以外は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のうち、いずれかに適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

 蓄熱式暖房マット、蓄冷式ベッドルームクーラー、エアヒーター、スタンバイ装

置等のエネルギーの使用効率の優れた機械器具を導入することが必要です。 

 なお、一部の車両において設備の一部を導入している場合も「適合」と判断しま

す。 

 

②の判断基準 

 低燃費タイヤを導入することが必要です。 

 なお、一部の車両において導入している場合も「適合」と判断します。 
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トラックにおける対策 

１２．効率的な輸送経路による運行 

該当がある場合 

措置の判断基準 効率的な輸送経路による運行を行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

貨物輸送事業者の場合 

※貨物輸送事業者以外は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

次に掲げる措置等を講じて、効率的な輸送経路による運航を行っている場合、

「実施済」と判断します。 

 

① 事前にエネルギーの使用に関して効率的な輸送経路を選択し、それを運転者に

周知すること。 

② 全地球測位システム（ＧＰＳ）を活用した情報通信機器等の導入により、事業

者がトラックの車両位置を把握するとともに、道路交通情報等を踏まえた運転者

への指示等を行うことができるようにすること。 

③ 道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）、ETC2.0 等の情報端末の導入を通じ

て、運転者が渋滞情報を容易に把握できるようにすること。 
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トラックにおける対策 

１３．輸送能力の高い輸送用機械器具の使用 

該当がある場合 

措置の判断基準  輸送量に応じたトラックの大型化及びトレーラー化を推進すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

貨物輸送事業者の場合 

※貨物輸送事業者以外は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

輸送量に応じてトラックの大型化及びトレーラー化を推進することが必要です。 

なお、現時点で、車両の大型化等が十分に図られている場合も、「実施済」と判断

します。 
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トラックにおける対策 

１４．輸送能力の効率的な活用 

該当がある場合 

措置の判断基準 
①効率的な輸送による積載率の向上を図ること。 

②営業用トラックについては、帰り荷の確保を図ること。 

該当がある場合 

の判断基準 

貨物輸送事業者の場合 

※貨物輸送事業者以外は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

次に掲げる措置等を講じて、効率的な輸送による積載率の向上を図っている場合、

「適合」と判断します。 

 

ア 輸送物品の重量、形状その他の特性を把握して、輸送用機械器具を効率的に活

用するための輸送単位の決定、配車割り等を行うこと。 

イ 車両動態管理システム等を活用して、事業者がトラックの車両位置及び積載状

況を把握することにより、輸送需要に応じて、運転者に対し、積載率向上の指示

等を行うことができるシステムを導入すること。 

ウ 営業用トラックについては、他の輸送事業者と連携することにより、共同輸配

送及び共同運行の実施、積み荷情報の共有化並びに輸送需要を的確に把握するこ

とによる積合せ輸送の推進を図ること。 

 

②の判断基準 

営業用トラックについては、次に掲げる措置等を講じて、帰り荷の確保を図ってい

る場合、「適合」と判断します。 

 

ア 貨物の輸送需要を的確に把握すること。 

イ 車両動態管理システム等を活用して、事業者がトラックの車両位置及び積載

状況を把握することにより、輸送需要に応じて、運転者に対し、帰り荷の確保

の指示等を行うことができるシステムを導入すること。 

ウ 他の輸送事業者等と連携して積み荷情報を共有化すること 
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トラックにおける対策 

１５．モーダルシフト 

該当がある場合 

措置の判断基準 
モーダルシフト（鉄道や船舶による貨物輸送への転換）による物流の効率化によ

り、環境負荷の低減を図ること。 

該当がある場合 

の判断基準 

貨物輸送事業者の場合 

※貨物輸送事業者以外は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

鉄道、船舶等を活用してモーダルシフトによる物流の効率化を行っている場合、

「実施済」と判断します。 

なお、自社で輸送するものに限らず、委託において輸送するものについてモーダル

シフトを行っている場合も「実施済」と判断します。 
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トラックにおける対策 

１６．その他温室効果ガスの抑制に資する事項 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①冷凍貨物等を輸送する車両については、貨物の適切な温度管理を行うこと。 

②小口貨物の配送については、対応可能な場合は、荷主等と連携して、再配達の削減

を図ること。 

③物流拠点の整備に当たっては、共同輸配送、積載率の向上等を通じて、貨物輸送の

エネルギーの使用の合理化に配慮すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

貨物輸送事業者の場合 

※貨物輸送事業者以外は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①から③までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

冷凍貨物等を輸送する車両については、過剰な冷却を防止するなど貨物の適切な

温度管理をしている場合、「適合」と判断します。 

なお、冷凍貨物等を輸送する車両がない場合、①の基準は適用しません。 

 

②の判断基準 

 次に掲げる措置等を講じて、再配達の削減を図っている場合、「適合」と判断しま

す。 

 

ア 消費者による配達予定日時や配達場所の指定を可能とすること。 

イ 消費者に配達予定日時や受取場所の適時適切な通知を行うとともに、消費者の

要望に応じてこれらの変更に対応すること。 

 

③の判断基準 

物流拠点を整備する場合、共同輸配送、積載率の向上を図っている場合、「適合」

と判断します。 

計画期間に物流拠点の整備がない場合、③の基準は適用しません。 
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バスにおける対策 

 

バスにおける対策 

１７．輸送経路の選択 

該当がある場合 

措置の判断基準 目的地までの効率的な輸送経路の選択を行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

旅客輸送事業者（バス）の場合 

※旅客輸送事業者（バス）以外は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

目的地までの効率的な輸送経路の選択を行っている場合、「実施済」と判断しま

す。 
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バスにおける対策 

１８．輸送能力の効率的な活用 

該当がある場合 

措置の判断基準 回送運行距離を最小限にするような車両の運用を行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

旅客輸送事業者（バス）の場合 

※旅客輸送事業者（バス）以外は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

回送運行距離の最小限化を図っている場合、「実施済」と判断します。 
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バスにおける対策 

１９．その他温室効果ガスの抑制に資する事項 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①バスの利便性を高めるため、ノンステップバス、共通ＩＣカードシステム、バスの

運行情報及びバスと鉄道等との接続情報の提供システム、バスロケーションシステ

ム等の導入、乗り継ぎ施設の整備、改善等を推進すること。 

②バスの走行環境の改善を図るため、バス専用レーン、バス優先レーン等の設置、違

法駐車の排除等について関係者との連携の強化を図ること。 

③通勤時等におけるバスの利用促進を図るため、企業等との連携の強化を図ること。 

該当がある場合 

の判断基準 

旅客輸送事業者（バス）の場合 

※旅客輸送事業者（バス）以外は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①から③までのすべての項目に適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

ノンステップバス、共通ＩＣカードシステム、バスの運行情報及びバスと鉄道等

との接続情報の提供システム、バスロケーションシステム等の導入、乗り継ぎ施設

の整備等、バスの利便性を高めることが必要です。 

 

②の判断基準 

 必要に応じてバス専用（優先）レーン等の設置等について関係機関と連携し、バ

スの走行環境の改善を図ることが必要です。 

 現時点で必要なバス専用（優先）レーン等の設置がされている場合、「適合」と

判断します。 

 

③の判断基準 

必要に応じて企業等と連携し、通勤時等のバスの利用促進を図ることが必要です。 
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タクシーにおける対策 

 

タクシーにおける対策 

２０．効率的な輸送ルートの選択 

該当がある場合 

措置の判断基準 
道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）対応カーナビゲーションシステム、

ETC2.0等の導入を通じて、目的地までの効率的な輸送ルートの選択を行うこと。 

該当がある場合 

の判断基準 

旅客輸送事業者（タクシー）の場合 

※旅客輸送事業者（タクシー）以外は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

運転者が渋滞情報を容易に把握できるよう道路交通情報通信システム対応カーナビ

ゲーションシステム、ETC2.0 等の導入を通じて、目的地までの効率的な輸送ルート

の選択を行っている場合、「実施済」と判断します。 
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タクシーにおける対策 

２１．回送距離や空車走行の縮減 

該当がある場合 

措置の判断基準 

①衛星を利用した車両位置自動表示システム（高度 GPS―AVMシステム）及びスマ

ートフォン等の GPS の機能により端末の位置情報を取得し、活用するシステム等

の先進技術の導入等により効率的な配車を行い、空車走行を縮減すること。 

②輸送需要の的確な把握を通じて、適切な車両管理等を行い、回送走行等を縮減する

こと。 

該当がある場合 

の判断基準 

旅客輸送事業者（タクシー）の場合 

※旅客輸送事業者（タクシー）以外は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

①、②の項目のいずれにも適合している場合、「実施済」と判断します。 

 

①の判断基準 

車両位置自動表示システムやスマートフォン等の GPS の機能を活用したシステム

等の先進技術の導入等により効率的な配車を行い、空車走行を減らすことが必要で

す。 

 

②の判断基準 

 輸送需要に応じた配車管理を行い、回送走行等を減らすことが必要です。 
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タクシーにおける対策 

２２．その他温室効果ガスの抑制に資する事項 

該当がある場合 

措置の判断基準 
客待ちのアイドリングストップを促進するため、関係者と連携してタクシープール

の整備を推進すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

旅客輸送事業者（タクシー）の場合 

※旅客輸送事業者（タクシー）以外は、「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

必要に応じて関係者と連携してタクシープールの整備を推進している場合、「実施

済」と判断します。 

なお、現時点で必要なタクシープールが確保されている場合も「実施済」と判断し

ます。 

 

 

  



96 

その他の対策 
 

２３．計画書等の提出 

該当がある場合 

措置の判断基準 

岐阜県地球温暖化防止及び気候変動適応基本条例第 13 条第 2 項及び第 14 条第 1

項に基づき温室効果ガス排出削減計画書及び温室効果ガス排出削減計画実績報告書を

適切に作成し提出すること。 

該当がある場合 

の判断基準 

中小排出事業者の場合 

※特定事業者は「非該当」としてください。 

実施済み 

の判断基準 

温室効果ガス排出削減計画書及び温室効果ガス排出削減計画実績報告書を適切に

作成し提出することが必要です。 

なお、岐阜県地球温暖化防止及び気候変動適応基本条例第 13条第１項に基づき

温室効果ガス排出削減計画書を提出する義務のある特定事業者については、評価項

目としません。 
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２４．その他の取組み 

該当がある場合 

措置の判断基準 その他、温暖化対策に取り組んでいること。 

該当がある場合 

の判断基準 
その他の取組みがある場合 

実施済み 

の判断基準 

事業者独自の取組みがある場合２項目まで評価します。 

なお、主たる業務以外での取組みについても評価の対象とします。 

 

 


